



（最判平成 30 年 11 月６日判自 442 号 48 頁）
高　橋　　剛
地方自治法 ２３７ 条２項の「議会の議決」の意義 































































































































































































































































































































































































































（最判平成 30 年 11 月６日判自 442 号 48 頁）
註
 1 ）長野士郎『逐条地方自治法（第 １２ 次改訂新版）』８１９ 頁（学陽書房、１９９５）、成田頼明
ほか編『注釈地方自治法』４９０５ 頁 [ 磯部力 ]（第一法規、２０００）、松本英昭『逐条地方
自治法（新版　第９次改訂版）』９８６ 頁（学陽書房、２０１７）など
 2 ）仙台高判昭和 ４９ 年３月 １３ 日行裁集 ２５ 巻３号 １１７ 頁、東京地判昭和 ６２ 年 １０ 月 ２７ 日
行裁集 ３８ 巻 １０ 号 １５７３ 頁など
 3 ）東京高裁平成７年 １０ 月 ３１ 日（原審東京地判平成４年 １２ 月３日）など。平成 １７ 年判
決も個別議案でなくともよいことを前提としていると解される。反対、大阪高裁平成
１０ 年７月 ２８ 日判タ ９９８ 号 １３５ 頁（原審奈良地判平成７年７月 １９ 日判タ ９０２ 号 ７２ 頁）。
藤原淳一郎「判批」判例評論 ４１９ 号 ２０ 頁（１９９４）、碓井光明「要説住民訴訟と自治体
財務（改訂版）」２８４ 頁（学陽書房、２００２）も参照
 4 ）仙台地判平成 １４ 年３月 ２８ 日判自 ２３７ 号 ４０ 頁など。平成 １７ 年判決も瑕疵が治癒され
ることを前提としていると解される。
 5 ）匿名コメント「判批」判時 １９１７ 号 ２６ 頁（２００６）
 6 ）日景聡「判批」平成 １８ 年度主要民事判例解説（判タ １２４５ 号）２６１ 頁（２００７）
 7 ）大脇成昭「判批」磯部力ほか編『地方自治判例百選第４版』９５ 頁（２０１３）
 8 ）長野・前掲註１）８１９ 頁、松本・前掲註１）９８６ 頁
 9 ）国有財産等の評価及び審査の手順を規定した「国有財産評価基準」第２章第３ ４⑵は
「一般競争入札対象財産の評定価格を求めるに当たっては、需給の状況等を考慮して、
鑑定評価額を ２０ パーセントの範囲内で修正をすることができる。」と定める。
１０）長野・前掲註１）４０５ 頁、松本・前掲註１）５０９ 頁
１１）長野・前掲註１）７５５ 頁、松本・前掲註１）８９４ 頁
１２）室井力＝兼子仁編『基本法コンメンタール（第４版）』１０２ 頁［佐藤英善］（日本評論社、
２００１）
１３）室井＝兼子編・前掲註 １２）１０２ 頁［佐藤英善］、仲江利政編『住民訴訟の実務と判例』
８９ 頁［見上崇洋］（ぎょうせい、１９８８）
１４）藤原・前掲註３）２４ 頁、碓井・前掲註３）２８４ 頁
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